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　ヨーロッパ諸国は階級の国であるといわれる。
代表的な国としてイギリスがあり、そこでは日本
に比較してホワイトカラーとブルーカラーの差が
明瞭である。フランスやドイツでは、階級はかな
りの程度生れと教育に左右される。グレゴリー・
クラークによると、大衆社会といわれるアメリカ
でも「ステータス」という言葉を使うが、この場
合のステータスとは身分であり一種の階級であ
る。アメリカでのステータスはライフスタイルの
贅沢さ、特に富を誇示するための大きな家がもの
をいうというD。
　翻って、わが国はどうであろうか。戦前はとも
かくとして、戦後の民主化と大衆化の中で最も所
得の平等化が進んだ国であり、一億総中流化社会
といわれる。組織（企業）内においても、トップ
と底辺の従業員との所得格差一一当然生活様式の
格差にもつながる一が、欧米などの他国に比較
して小さいといわれている2）。
　日本は一見すると、階級がなく平等に近いある
種の理想社会をつくり出しているようにみえる。
しかし、これは表面上のことにすぎない。戦後の
日本の経済社会では、欧米の階級と異なった日本
特有の序列（格・位）意識が醸成され定着してき
た。
　従来、日本経済で序列というと、産業の二重構
造の観点からの研究が多い。すなわち、大企業と
下請を中心とする中小零細企業というような構造
に起因する階層的格差であり、それは日本の産業
におけるある種の後進的・旧態的な構造として捉
えられた。
　ロドニー・クラークは、日本では産業の二重構
造に関連して、企業間に何段階にわたる階層的格
差が存在することを強調し、また、企業内でも多
段階的な職位職階があり、その所属企業や「肩書
き」が社外で通用することに注目している3）。
　実は、このような序列構造が日本の経済システ
ムの核心に深く関連している。日本の経済システ
ムを特徴付けるものには様々なものがあり、また
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図一1　日本の経済システムの基本的因子の全体像
様々な関連因子でつながって、一つの大きな複雑
系を形成している。日本の経済システムの全体像
を、基本因子や関連因子との関連で単純化してま
とめると図一1となる4）。
　この図から察せられるように、本稿での主題は
「組織の社会的序列・ヒエラルキー構造」に関す
るものであり、それは「企業の多重構造とグルー
プ構造」「個人の所得水準と雇用安定度」「税制と
再分配システム」「間接金融とメインバンク制」
などの因子に深くかかわっている。また、同時に
「教育システム」や「技術システム」などにも深
く関連している。この中で「組織の社会的序列・
ヒエラルキー構造」は、日本の経済の内部エネル
ギーとして、経済活力の源泉となっていると同時
に、日本の経済システムの限界の根源ともなって
いる。
　　　　　　　　　　H
　一般論を先に言えば、日本の組織（本稿の主対
象は企業であるが、官公庁、学校、病院、公益法
人などすべてを含む）の間には様々な階層があ
り、そこに経済・社会的序列と格差が存在する。
ただし、ここでいう「階層」とは、必ずしも固定
的なものではなく、一流・二流というような世間
の風評を含めて、もっと流動的であやふやな
「格」とか「位」と呼ぶべきものである。また、
ここでいう「格」とは、ムーディーズなどの格付
け機関が行なっているような、個別の企業の厳密
な格付けを対象にしているものではない5）。
　注目すべきことは、この階層的格差は、産業構
造の二重構造の問題とは別の次元として存在す
る。すなわち、それは大企業、中小企業を問わ
ず、官・民を含むすべての組織に存在し、大衆の
意識の中に広範囲に定着している。したがって、
産業の二重構造というような問題をはるかに超え
たものとして存在する。
　日本の組織には、目に見えない無数の連続的階
層（格）があり、経済や社会システムに大きな影
響を与えている。各々の企業は、より高い「格」
を求めてはげしく競争し、個人はより上位の
「格」の企業に就職しようとして競争する。表面
上の平等社会とは裏腹に、戦後の日本的ビジネス
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社会では、上位の「格」を手にすることが、サラ
リーマン人生の成功者であるような社会が出来上
がってしまった。ここに、外国の人々から「サラ
リーマンは会社と結婚している」と皮肉られる一
因がある6）。
　不思議なことに（日本人にとっては不思議では
ないが）、中谷巌氏や奥村宏氏も強調するように、
個人は組織で評価され、「会社の格」が「人間の
位」に直結し、その「格・位」が人間的評価や社
会的信用に結び付いているT）。有名大企業や官庁
に勤めているサラリーマンは、あたかも人間的な
面で人格者のように評価される反面、中小零細企
業などのサラリーマンは、銀行へのローンの申込
の際にいわれのない差別をうけやすい。
　日本における上述した序列（格）意識は、子供
から老人に至るあらゆる層に浸透している。ある
意味では、今日の日本社会はこの「格」を中心に作
動しているような一元的世界にいるようである。
　欧米では、一握りのエリート幹部を除いて、大
部分のサラリーマン（労働者）は、企業で働くの
は生計を立てるための手段であり、日本のような
会社人間ではない。その代わり、趣味や地域のボ
ランティア活動など「多元的」な生き方をしてい
る。米国では一流大学の卒業生の6～7割が、自
分のやりたいことや夢を求めて中小のベンチャー
企業などに就職する。一流大学出身者のほとんど
が、官庁や大企業に就職する日本では考えられな
いことである8）。
　明らかに戦後の日本では、欧米と異なった独特
の序列（格）社会が醸成され、今日すっかり定着
してしまった。そして、この「格」中心の社会
が、教育や技術システムに重大な影響を及ぼし、
世界第2位の経済大国であり、世界最高の所得水
準にありながら、トップランナーとして走れない
一大要因となっている。
　本稿での主目的は、このような視点から企業を
中心として、日本的序列（格）社会がどのような
経済的背景から生まれているか。また、企業の規
模や業種とどのような相関を持っているか、さら
には格が経済状況と共にどのような時系列で変化
するか、について考察することである。
1．企業の社会的序列（格）の経済的背景
1）序列を決める経済的要因…所得水準と雇用安
　　定度
　それでは、組織（企業）の社会的序列（格）を
決める主因はなんであろうか。第1は、組織の構
成員（社員）の全般的所得（給与）水準である。
ここで全般的所得水準とは、退職金や年金を含め
た生涯所得とする。
　第2の要因は、構成員の所属する組織の所得獲
得の安定度であり、1億総サラリーマン化が進行
した今日では、それは雇用の安定度に直結する。
　第3の要因は、組織が有する権威・権力であ
り、これは経済的要因というより、むしろ社会・
政治的要因である。例えば、大蔵省の格が高い理
由は、国家の財布の紐を握っている権力からであ
る。同様に、東大の格が高いのは、多分に権威に
よるところが大きい。’
　この3つの要因に関して、基本的概念図を示す
と図一2となる。ここで、X軸は第1要因の所得
水準、Y軸は第2要因の雇用安定度、　Z軸は第3
要因の権威・権力である。P点は、ある組織の現
在における位置を示している。
　本稿の主題は、格の経済的要因に関するもので
あり、当面Z軸の権威・権力については分析の対
象外とする。もちろん、権威や権力も経済的背景
なしには存在しえないが、議論を単純化するため
に、ここでは第1次近似として無視するのであ
る。
　すると、図一2は図一3のような所得水準・X
軸、雇用安定度・Y軸の2次元で表示される。組
織の現在位置はPXYである。ここで、組織の所得
水準はX軸の右方へいくほど高く、左方へ行くほ
ど低いとする。原点0は産業全体の加重平均的所
得水準とする。
　同様に、雇用安定度・Y軸は、上方へ行くほど
高い雇用安定度を示す。ただ、雇用安定度は、所
得水準のように年収額のような貨幣価値では表せ
ないから、かなりの暖昧さが残る。雇用安定度
は、雇用者の離職の状況、企業倒産の状況などか
ら推測するしかないであろう。
　図一3からすぐ分かるように、所得水準と雇用
安定度は、4つの領域に区分することができる。
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Z（権力・権威）
一一一一一 Z1
　　Y（雇用安定度）
　X（所得水準）
図一2　格の3大決定要因概念図
　第1領域は所得水準が高く、雇用安定度が大き
い区分である。経済活動における所得獲得競争と
いう視点から捉えれば、雇用リスクが小さく所得
獲得が大きいわけであるから、「ローリスク・ハ
イリターン」と言うことになる。
　第ll領域は雇用安定度は大きいが、所得水準が
低い分野である。雇用リスクは小さいが、所得獲
得も小さいわけであるから、「ローリスク・ロー
リターン」ということになる。
　第皿領域は雇用リスクが大きく、所得獲得が小
さい区分であるから、「ハイリスク・ローリター
ン」の分野である。
　第N領域は、所得獲得は大きいが、雇用リスク
も大きい区分であり、「ハイリスク・ハイリター
ン」の分野ということになる。
2）格の一般原則と具体的分野の概観
人間は、豊かで安定的な経済生活を望んでいる
のが通常であるから、社会的な格が高い分野は、
ローリスク・ハイリターンの第1領域であり、低
い分野は、ハイリスク・ローリターンの皿領域で
ある。皿領域のローリスク・ローリターンとN領
域のハイリスク・ハイリターンについての格の比
較は、それほど単純ではないし、税制などの制度
にも関連して難しい問題を含んでいる。
　リスクに果敢に挑戦し、税制も緩いアメリカで
はハイリスクを冒しても起業化する土壌がある
が、日本ではそのような風土・税制になっておら
ず、N領域の格はそれほど高くない。一方、ロー
リスク・ローリターンの皿領域は、中世の農村の
ような世界で、豊かさを求める現代の生き方とは
マッチしない。したがって、この領域の格もそれ
程高くはない。
　この点に留意して、以下に具体的分野を概観し
てみよう。ここでは便宜上、主としてバブル崩壊
前の1990年時点以前を考え、傾向的な時系列的変
4
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図一3　所得水準と雇用安定度の4領域
化については後に議論する。
　まず、1領域の最上位の代表的なものは日本銀
行（特殊法人）である。日本銀行の給与水準は都
市銀行の上位と言われ、日銀総裁の年俸は総理大
臣のものよりはるかに高給であったことが、つい
最近問題となった。また、日銀の職員は日本国が
潰れない限り雇用の心配はない。
　都市銀行は、給与水準が高く、最近までは「護
送船団方式」によって雇用は安定的に維持されて
いた。地方銀行は、都市銀行に比較すれば所得水
準は低い。総合商社のような大手商社もこの1領
域に属するが、雇用安定度は銀行より低い。
　政府機関・地方自治体などの職員は、国家公務
員・地方公務員の身分として保障されており、雇
用安定度は極めて大きい分野である。公務員の場
合、給与は民間準拠となっており、所得水準は産
業全体の平均値に位置するのが原則である。しか
し、統計の取り方や退職金・年金制度を総合すれ
ば、生涯所得は平均値よりかなり高い1領域にあ
る。
　電力事業のような地域独占の公益企業、NT
T、JR、　JTのようにかつての公社が民営化さ
れた企業もこの領域に属する。文部省や厚生省の
規制・保護下にある私立大学や私立病院もこの1
領域にある。但し、個々の事業体間で所得水準や
雇用安定度に大きな格差があることに注意すべき
である。
　日本の経済活力を支えている電機・自動車・機
械・鉄鋼などは日本の製造業の主力産業である
が、これらの業界は就業者数もかなり多い分野で
ある。多くの場合、巨大な親企業、その1次下請
けのような中堅企業、さらに2次・3次下請の中
小零細企業というような垂直的多重構造を持って
いる。親企業は所得水準や雇用安定度も比較的高
く、格が高い1領域にある。しかし、2次・3次
下請と下部に行くにつれ、格が低い皿領域に移行
する。同様な多重構造は建設業にもみられる。
　次に、H領域に位置するものは、雇用が安定し
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ているが、所得水準が低い分野で、これに相当す
る産業分野はあまり見当たらない。強いて探せば
農業（専業）ぐらいであろう。農家は個人事業の
一種で、食いっぱぐれのない職と思われている反
面、全般的所得水準は低く、格はあまり高くな
い。そのために、若者に人気がなく、農家を継ぐ
若者はほとんど無い。
　m領域の代表的なものは、前述した自動車や電
機などの製造業や建設業の零細下請企業・家内工
業である。これらの企業では、産業の多重構造の
底辺として、付加価値生産性が低く、親企業と異
なり、景況の変動によって雇用が不安定になりや
すい。この分野は、日本経済の活力を底辺から支
えているにも拘らず、企業の格は低いと見なされ
ている。
　また、労働市場に関連して、皿領域には臨時工
やパートが存在する。最近では、人件費を圧縮す
るために企業が正社員よりパートを採用するケー
スが多くなっているが、これは労働市場の質的変
化（劣化）である。
　第皿領域から第N領域にまたがっていると考え
られる分野もある。小売・卸売業、飲食業、サー
ビス業であり、そこでの就業者はかなり大きな割
合で存在する。これらの分野の特徴は、小規模事
業者や自営業が多く、全体としてはそれ程所得水
準は高くない。
　最後に第N領域であるが、この領域は「ハイリ
スク・ハイリターン」の分野である。ただし、日
本ではそれ程大きな分野となっていない。考えら
れるものとしては、金融業界におけるヘッジファ
ンド、ファミコンソフトなどの業界、プロ野球や
プロサッカー、芸能界などであろう。
2．社会的序列（格）の傾向法則
1）企業規模と格の関係
　組織（企業）の大きさとその格との間には、か
なり明確な傾向法則がある。日本人の中に無意識
的に定着しているが、企業が大きくなると、企業
社会での地位が高まる。この点、ドロニー・ク
ラークは鋭く指摘する3）。
　「○○の専務も15年前は大企業の部長に会おう
と思えば事前に約束をとりつけておく必要があっ
た。しかし、○○が大きくなると、その同じ大企
業の部長を電話で呼びだし、ゴルフの約束をする
ことさえ簡単にできるようになった。○○の社員
の肩書きの重みも大きくなっていったのである。」
　一般に、業種が同じであれば、「規模の大きな
組織ほど格が上とみなされる」という傾向法則が
ある。
　例えば、都市銀行の東京三菱銀行は、地方銀行
の八十二銀行よりも格は高く、八十二銀行は第2
地銀や信金などよりも格が高いとみなされてい
る。この格の相違の背景には、同業種であれば一
般に大規模組織の給料（所得）水準が高く、雇用
安定度が大きくなることに符合する。
　同様に業界トップのトヨタ自動車工業は、ホン
ダ自動車工業よりも格が上であるとみなされる。
　この場合、企業の利益率よりも、「大きい」とい
うことが世間での格付けの目安になる。最近、ア
サヒビールの格が急上昇したのは、シェアを高め
大きくなったからである。ここに、日本において
はシェア争いが激烈になる反面、過剰投資の体質
になり、利益率が低くなる主因の一つがある9）。
　また、ホンダは下請のN工業（従業員約800人）
よりも明らかに上位の格だとされる。良く知られ
るように、自動車のような製造業の場合、親企業
（トヨタやホンダ）を頂点として、子会社、孫会
社という多重構造があり、この順で所得水準や雇
用安定度もほぼ順位付けられている。
　このような規模による格付けは、規模別賃金格
差一終身雇用・年功序列・企業別組合などの日
本的雇用慣行を背景にしているが一に起因して
いることが良く知られており、労働市場の階層性
として多くの分析がなされてきた1°｝。
　規模による格は民間企業だけでなく、官庁など
の分野にも適用される場合が多い。例えば、大蔵
省などの国家機関は、長野県のような地方自治体
より格が上とみなされ、長野県は上田市より格が
上とみなされる。この理由として、一般に中央官
庁ほど権限が大きく、また有利な天下り先もあ
り、そこでの生涯賃金は公表されているものより
高いことが考えられる。
　しかし、前述した権威の要因が強く、規模の大
小による傾向法則が、必ずしも当てはまらない分
野もある。例えば学界であるが、国立大学でいえ
ば東大や京大が頂点とみなされ、地方大学に行く
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と学生の偏差値の順序にほぼ比例して格付けがさ
れる。教員にしても、教員の資質や業績とは別の
観点から、大学の序列にしたがって世間での格が
定まる。私立においても、早稲田大学や慶応大学
を頂点に国立以上に序列がある。
2）異業種間における格の比較原則
　格の比較は、異業種間においてもなされる。こ
こでも、企業規模が重要な役割を果たすが、同業
種ほど明快ではない。銀行業界と電機業界につい
て考察してみる。富士銀行と東芝は、業界を代表
する企業であるが、世間ではどちらが上位の会社
だと評価されているであろうか。学卒者がどちら
の会社に就職したがっているのであろうか。
　大雑把な言い方をすれば、バブル崩壊以前まで
は、世間は一般に電機会社よりも、銀行の方を格
上と見なしていた。というのは、当時の銀行は決
して潰れることはなく（不倒神話）、給与水準が
製造業に比較して、遥かに高かったからである。
図一3を援用すれば、銀行業界は1領域の最も右
上方に位置する代表分野であり、最も人気の高い
就職先の業界の一つであった。しかし、1997年の
11月に北海道拓殖銀行、山一証券が相次いで破綻
し、その約1年後に日本長期信用銀行や日本債券
信用銀行が公的管理の下に置かれるに至って、こ
の図式は必ずしも通用しなくなった。
　要するに、同業種ほど明確でないにせよ、異業
種間においても格の比較が常になされている。も
ちろん、このような比較は大企業間だけでなく、
中小企業から零細企業まで含めた何十万にも及ぶ
企業間で広範囲になされている。
　また、格は不変なものではなく、次節に述べる
ように経済状況によって大きく変化する。その場
合、異業種間においても世間の格の評価は、原則
として図一3に示した雇用の安定度と所得水準と
の関係に依存する。
3．組織の格の時系列的変化
1）戦後における基調的変遷
　産業構造の変遷に伴なって、企業の利潤率は傾
向的に変化し、その格も常に変動している。戦後
50年余、この期間を4つの局面に区切って概観す
ると、次のようになる。
　第一の局面は、昭和20年代の復興期である。食
糧不足の貧しい一時期は農家が良き時代であっ
た。この時期、傾斜生産方式により産業の復興が
図られ、石炭・製鉄などの基幹産業の他、紙・パ
ルプ、化学肥料、砂糖などが花形産業であった。
　第二の局面は、昭和30年代から40年代の石油危
機までの重化学工業を中心とした高度経済成長期
である。この時期は、石炭産業などの衰退があっ
たとはいえ、製造業・金融業・流通業・建設業な
ど、あらゆる分野で繁栄を謳歌したといっても過
言ではない。大幅な賃金上昇と安定的雇用などの
経済システムが定着し、民間を中心としたサラ
リーマン全盛の時期であった。
　第三の局面は、昭和48年の石油危機からバブル
期までの安定成長期である。この時期は低成長と
はいえ、日本的経済システムは基本的には維持さ
れていた。もちろん、産業の栄枯盛衰は常、経済
構造が重厚長大型から軽薄短小型に移行したこと
から、半導体・コンピューターなどの産業が花形
になっていったが、銀行などの金融機関も「護送
船団方式」に守られて不動の地位を保ったままで
あった。
　しかし、バブル崩壊の1990年以降の第四の局面
になると、戦後定着してきた日本的経済システム
や経営システムが音を立ててくずれ始め、今日に
引き継がれている。日本経済の成長の前提であっ
た土地や株の下落によって、銀行などの金融機関
に莫大な不良債権が発生し、わが国の金融システ
ムは破綻に追い込まれてしまった。それが、いわ
ゆる「貸し渋り」となって実物経済の足を引っ張
り、経済の低迷をもたらしている。
　このような状況の中で、いままで高給で安定し
た職場であった金融機関にも破綻する所が急増し
た。とくに、衝撃的であったのは、大銀行や証券
会社の破綻であった。不倒神話があった銀行でさ
えこの状態であるから、一般企業においても雇用
不安が高まっている。その当然の帰結として、組
織（企業）の格は、かつてないほどの変化を見せ
始めている。
2）バブルの崩壊によって激変する格
企業・団体などの組織は、日本全体では何百万
も存在するが、これら格の変動をすべて論じるこ
7
8 長野大学紀要　第21巻第1号　1999
とは不可能である。したがって、ここでは図一3
を援用して、高度経済成長期からバブル崩壊期に
かけて、業界を大雑把にまとめて議論を進めるこ
とにする。ただし、厳密な統計データを用いたわ
けでもないし、雇用安定度の評価も暖昧なことを
了解していただきたい11）。
　かつて1領域の最上位に位置する代表的分野で
あった都市銀行（B群、但し、Bl・B2は地銀・
第二地銀を示す）、巨大総合商社（S群）の格は、
バブル崩壊以降では大幅に低下した。この群より
若干所得水準が低いところに、鉄鋼・総合電機・
自動車などの親（寡占）企業（K群）が位置して
いる。これらの製造業は典型的な多重構造を有し
ており、一次下請（Kl）・二次下請（K2）に行
くにつれ、原点から皿領域に移行していく。大手
ゼネコン（Z群）もかつては上位の位置にあった
が、不動産の下落・不良債権の発生以降その格は
大きく低下した。
　また、国家機関や地方自治体（G群）の公的部
門、特殊法人などの準公的部門（G’群）の多く
は、民間企業全盛の高度経済成長期はそれ程所得
水準が高いわけではなかったが、雇用の安定度は
大きく、手厚い年金などを勘案すれば、常に1領
域に位置していた。バブル以降、民間部門の所得
と雇用が揺らぐ中で、公的部門の格は相対的に大
きく上昇している。
　私立大学（U群）、私立病院など（V群）、NT
T・JR・JT・私鉄大手（」群）、電力会社（D
群）などの広い意味で準公共的財を提供する部門
も、政府の規制・保護の下で、この領域にあっ
た。この分野は、近年の少子化、高齢化、規制緩
和などによって、その格が変動しつつある。
　皿領域に位置すると思われる農業（A群）は、
終戦直後の食糧不足の時期には大いに潤ったが、
それ以降は相対的に所得水準が低いままである。
高度経済成長期に際しても、就業人口が最も減少
した分野である。換言すれば、多くの農家やその
後継ぎがサラリーマンに転化したのである。
　皿領域には既述したように、臨時工や日雇いと
呼ばれる人達（W群、但し労働市場）、製造業や建
設業における小・零細下請企業（K2・Z2群）が
位置していた。これらの群は、日本経済の活力を
底辺から支えているにも拘らず、昔も今も所得水
準が低く、雇用も不安定なことから社会的に格は
低位と見なされている。
　N領域のハイリスク・ハイリターンの具体的分
野は、日本ではそれ程多くない。強いてあげれ
ば、最近注目されているヘッジファンド（H群）、
数は少ないものの芸能界・プロスポーツ（1群）、
ファミコンソフト（F群）などであろう。
　今日、注目を集めているベンチャー・ビジネス
は、この領域に位置する産業分野の総称であると
いえる。問題は、日本においてベンチャー・ビジ
ネスの格は高くないことから、そこに人材が集ま
らないことである。一流大学卒などの人材は、ベ
ンチャー企業には行かずに、日立や東芝などの大
企業にいってしまう。日本ではベンチャー・ビジ
ネスは期待されているほどの成果を上げていな
い。
　田領域からN領域にかけて、一部の大規模事業
者を除く小売・卸売業（C群）、飲食業（丁群）、
民間のサービス業（R群）がある。この分野の就
業人口の割合は高く、また小規模事業者・自営業
者が多く、個々の企業や自営業者間での格差が極
めて大きい。これらの業界は、経済が低成長にな
るにつれ、その全般的格は低下している。
　上述した点について、簡単にまとめて図一4に
示す。ここで、矢印の方向は高度経済成長期か
ら、バブル崩壊期以降への変化に対応している。
　この図から最も注目すべきことは、日本におい
ては大部分の産業分野が、第1領域から第皿領域
にかけて存在しており、第皿領域や第N領域の分
野はそれ程多くないのが事実である。換言すれ
ば、大部分は、ローリスク・ハイリターンの恵ま
れたものと、ハイリスク・ローリターンの恵まれ
ないものに分化して階層を形成している。そこで
はハイリスク・ハイリターンやローリスク・ロー
リターンという経済原則は、ほとんど通用してい
ない。そして、このような格差の構造は、日本的
雇用の下で固定化されている。この点は、税制や
年金などの経済・社会政策に関連して極めて重要
である。
　変動の基調としては、第一に、経済の成長期が
過ぎると、全般的に民間企業の利益率が低下し、
所得水準の低下に直結することから、その格は低
下傾向にある。特に、バブルの崩壊以降民間企業
8
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図一4　具体的分野（群別）とバブル以後の方向
のほとんどの雇用安定度が大幅に低下し、格の激
変が見られる。その反面、官公庁を中心とした公
的部門の相対的所得水準が上昇し、安定的雇用と
相挨って、その格は高くなっており、人材はその
ような分野に集中しだしている。民間部門の活力
こそ経済の源泉であることを考えれば、この傾向
の進行が続けば、将来経済社会の活力の低下とい
う重大な問題に直面するであろう。
　第二に、農業や商店などの個人事業や自営業、
小・零細企業の長期低落傾向が一貫して続いてい
る。格も低いと見なされることが多いことから、
跡継ぎが少なく人材はほとんど集まらない。堺屋
太一氏もいうように、日本は現在でも自営業者が
減少している唯一の先進国である12）。今後期待さ
れるベンチャー・ビジネスも、小単位の事業から
始めることが多いことを考えると、その前途は多
難といわざるを得ない。
　第三に、バブルの崩壊によって金融機関の破綻
が相次いだことから、銀行や証券会社などの格が
大幅に低下し、最も有利な職場と思われていた業
界のイメージがすっかり変わってしまった。民間
会社にはもはや安全で高給な職場が少なくなった
ことが、大衆レベルにまで浸透したインパクトは
大きく、日本的な年功序列や終身雇用を否定した
「日本的サラリーマンの崩壊」の時代の到来を予
感させるものである。
残された課題一一結びに代えて
　イギリスのような階級がない日本では、所得格
差による階層的問題は、主として産業の二重構造
を起点とし、企業系列、企業集団という視点から
論じられることが多かった。ここに、もっと包括
的な意味での「格」という問題を正面から分析さ
れることが少なかった理由がある。
　現実はどうであろうか。高校生や大学生の集ま
りでは、○○大学は一流、△△大学は二流、××
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大学は三流など日常的に語られている。主婦の井
戸端会議でも、何々さんの夫は一流の○○銀行、
息子はかわいそうに三流の△△工業、というよう
な話が多い。奥村宏氏も指摘するように、主婦は
どの会社が一流でどの会社は三流というような事
だけはやけに詳しい7）。お婆さんも、うちの孫は
○○省に勤めているよ、と自慢げに話している。
また、結婚の際に、本人の学歴や職場の格が問題
になるだけでなく、父親の職場の格までもが話題
となる場合も多い。
　このような光景を見ていると、産業の「二重構
造論」などをはるかに超えた問題が、日本の大衆
社会に広範囲にはびこっている。本稿では、この
ような「格」社会について経済的背景を中心に分
析し、日本の組織の大部分は「ローリスク・ハイ
リターン」から「ハイリスク・ローリターン」の
領域に分散していることを強調した。
　ここでいう「格」とは、すでに指摘したように
「階級」とは異なり、固定的なものでもないし、
それほど明確な概念の上に立つものでもない。し
たがって、世間の評価というような非常にあやふ
やなものも含んでいる。しかし、日本には確かに
存在し、それが前述したように、子供から年寄り
に至るすべての年齢層で広範囲に定着している。
　注目すべきことは、良い意味でも悪い意味で
も、この格意識が日本の経済社会の駆動力になっ
ていることである。例えば、教育において一流会
社や官庁に就職するために、一流大学を目指して
激しく競争する。受験学力の向上には役立つが、
高い志を持った「真のエリート」は育たない。エ
リート層の貧困は、日本の将来に暗い影を落とし
ている13｝。
　受験戦争に勝ち残った一流大学出身の学生は、
安定的で給料が高い一流会社や官庁に就職したが
り、ハイリスクのベンチャー企業には行きたがら
ない。もしそのような学生がいたとしても、親が
「こんな、聞いたこともない会社」といって猛反
対する14）。このような風土で開拓精神の旺盛なア
メリカに太刀打ちできるだろうか。
　現在、巨大企業であるソニーやホンダも、終戦
直後に小さなベンチャー企業から始まった。その
ような企業の群生が、戦後の日本経済を牽引する
原動力となった。戦後50年余、そのような起業化
精神はどこにいってしまったのであろうか。
　このように見てくると、本稿の主題である格
は、「はじめに」でも述べたように、日本の経済社
会システムを特徴づける多くの因子の中核部分に
位置しており、経済活力の根源に深くかかわって
いる。したがって、この点の分析なしには、今日
の日本の経済社会システムの本質、さらにはそれ
が有する病理にメスを入れることは不可能であ
る。明らかに、本稿での考察は、その序章にすぎ
ない。組織（企業）の格を規定している原動力の
本質は何か、個人個人の格は何で決まるのか、こ
のような問題を含めて残された課題はあまりにも
多い。
　　　　　　　　　　　　（1999．4．1　受理）
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　ば、アメリカが約18％に対して、日本はわずか2％
　にすぎない。この点について、吉冨勝氏は、日本は
　ROEは低いが、利潤率は低くないとし、「資本蓄
　積が非常に非効率的で過大に行われている」とい
　う通説を否定している（『日本経済の真実』第6章、
　東洋経済新報社、1998年）。しかし、数式から導か
　れた吉冨氏の見解は、過剰設備に苦しむ現場の実
　態とかけ離れている。
10）この面の優れた分析として、高田亮爾著r現代中
　小企業の構造分析一雇用変動と新たな二重構
　造』（新評論、1989年）がある。
11）政府公刊の資料を下に推計するのが通例である
　が、年金などを含めた生涯所得実態は、公的資料で
　は十分には把握できない。この点を勘案しながら、
　多くの経営者、知人、公認会計士・税理士などの話
　しを総合して作成したもの。
12）近年、開業率が廃業率を下回っている問題は、
　『中小企業白書』でもよく指摘されている。日本で
　自営業者（農業は除く）などはこの10年間で100万
　人減少したが、アメリカでは80万件近い新規企業
　の設立があり、その活力を支えている（堺屋太一著
　rあるべき明日』終章、PHP研究所、1998年）。
13）日本におけるエリート層の倫理の欠如・退廃は
　多くのところで語られている。最近、マークス寿子
　氏は、その主因の一つに日本の母親たちの生き方
　に問題の根源があるという、興味ある主張をして
　いる（マークス寿子著rとんでもない母親と情けな
　い男の国日本』草思社、1999年）。
14）これに関連した興味ある話が、加藤諦三著『いま
　就職をどう考えるか』（PHP文庫、1992年）に
　載っている。
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